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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

(1)当社は、「誠実で良質な海上サービスの提供を通じて社会の発展に貢献する」という企業理念の下、株主や取引先をはじめとするすべてのス
テークホルダーの負託と信頼に応えて、当社グループの健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図って参ります。

そのため、当社は、当社グループの事業に適したコーポレート・ガバナンスの仕組みを整え、経営の効率性・健全性・透明性等の観点から

不断に点検を行い改善して参ります。

(2)当社におけるコーポレート・ガバナンスの基本的な仕組みは、次のとおりです。

ａ．当社事業・経営に精通した取締役を中心とする取締役会が、経営の基本方針にとどまらず重要な業務の執行についても決定を行うとともに、強
い権限を有する監査役が取締役会にも出席し、独立した立場から取締役等の職務執行を監査する体制が、経営の効率性と健全性を確保し有効
であると判断し、監査役会設置会社を採用しております。

ｂ．このうち、経営の健全性の確保にあたっては、各分野における豊富な経験や高い識見を有する監査役が、当社の会計監査人（監査法人）、内
部監査部門及びグループ会社監査役とも適切に連携し、取締役や執行役員等の職務の執行状況や会社の財産の状況等を日々監査しておりま
す。

さらに、取締役会における多様な視点からの意思決定と経営の監督機能の充実を図るため、企業経営等に関する豊富な経験や高い識見を有す
る複数の社外取締役を置いております。

ｃ．当社は、経営の透明性を高め、各ステークホルダーに当社グループの経営状況を正しく理解していただけるよう、法令や金融商品取引所の
ルールに基づく情報開示にとどまらず、財務・非財務情報を適切な時期に、わかりやすく、正確に開示することを心がけております。

d．また、当社は、関連法規を遵守し、財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、内部統制システムを整備し適切に適用するとと
もに、その継続的改善に努めております。健全で風通しのよい組織づくりのため、職場内外での対話を重視し、定期的に全社員の意識調査を行う
とともに、当社社員の他、グループ会社社員からも通報を受け付けるコンプライアンス通報窓口を設けて、内部統制環境の整備を図っております。

e． 当社は取締役会において、コーポレート・ガバナンスの仕組みや運用状況等を定期的に点検・レビューすることとしております。

f． 当社におけるコーポレート・ガバナンスの具体的な取り組み、状況につきましては、本報告書の各項目をご参照ください。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4 議決権の電子行使および招集通知の英訳】

当社は現在の海外株主比率が小さいことに鑑み、インターネットによる議決権行使の環境づくり、招集通知の英訳とも今のところ導入を考えており
ませんが、今後、海外株主比率が東証一部上場会社平均を上回り、その必要性が増した場合、導入を検討します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4 政策保有株式】

１．政策保有に関する方針

当社は、安定的な取引関係の維持・強化を図ることが当社の企業価値向上に資すると認められる相手先について、取引関係の維持・強化を目的
として、当該相手先の株式を保有しております。個々の株式の保有意義について、それぞれの取得経緯、現在の取引関係及び経済合理性等の
観点から、取締役会及び執行役員会にて毎年度定期的にレビューを実施し、その結果、保有する意義がなくなったと判断された銘柄は適宜売却
処分することとしております。尚、当社の企業価値向上に資さない、単なる株式持ち合いのような形での株式保有は縮小する方針としております。

２．議決権の行使について

議案毎に次の点を考慮の上、総合的に賛否を判断しております。

・当社の保有方針に適合すること。

・当該企業の中長期的な企業価値の増大に資すること。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

当社では取締役会規程及び同運営内規による同付議基準を定め、取締役と会社との取引について、取締役会での決議を求めています。また、主
要な株主と会社との取引を行う場合に、利益相反のおそれがある取締役を特別利害関係人として、当該決議については議決権行使を不可とし、
出席した取締役の数から除外する旨、取締役会規程に明記しております。さらに、当該決議により決議された場合はその旨、取締役会議事録に
記録しております。

当社と監査役その他の関連当事者との間の取引につきましても、各取引内容を調査のうえ、法令に従い、取引の重要性や性質に応じて適切に対
応しております。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は確定給付企業年金制度を導入しており、複数の運用受託機関を選定の上起用し、それぞれに当社が決定したポートフォリオに沿った適正
な資産配分となるような形で年金資産運用を任せており、年に一度見直し、検討を行っております。また、これを記載した確定給付企業年金の「年
金資産の運用に関する基本方針」を策定し運用しております。

上記の各運用受託機関からは四半期ごとに報告を受けており、その内容は執行役員会で適宜報告しています。

上記運用に当たっては複数の関係部署が共同して管理しておりますが、担当者は外部講習を受けるなど、知識習得に努めております。



【原則3-1 情報開示の充実】

(1) 企業理念、経営戦略・経営計画

◆企業理念

　当社グループは、誠実で良質な海上輸送サービスの提供を通じて社会の発展に貢献することを基本理念とし、これを実現するために、

１．信用・信頼される堅実な経営を実践し、グループ全体の企業価値を高めること

２．常に船舶の安全運航に努めるとともに船舶運航技術の向上に向け日々研鑽を積むことにより海洋をはじめとする地球環境保全の一翼を担う
こと

３．お客様の要請に即応しつつ自らも変革に努め、さらなる進歩を目指して挑戦すること

４．人を育て活かし、働く喜びを実感できる活力溢れるグループを築くことを経営理念としております。

◆経営戦略・経営計画

当社は、NSUグループ全体の成長をテーマに、2017～2019年度を対象とした中期経営計画『NSU2021～Next Stage after United for 2021～』を策

定しました。詳細については、当社ホームページに掲載しておりますのでご参照ください。

(2)

本報告書のＩ－１「基本的な考え方」に記載しておりますので、ご参照ください。

(3)

ａ．報酬決定の方針

本報告書の「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」に記載しておりますのでご
参照ください。

b．報酬決定の手続

当社の取締役の報酬等については、代表取締役社長を含む5名の取締役で構成(内、社外取締役が過半数)される指名・報酬諮問委員会による答
申及び助言を踏まえ、取締役会で決議しております。

(4）

取締役・監査役候補の指名及び経営陣幹部の選定については、各人がその役割・責務を適切に果たし、当社グループ事業の経営課題に的確に
対応しうる最適な体制となるよう、個々人の経験・識見・専門性はもとより、取締役会や監査役会全体としての規模やそれを構成する候補者のバラ
ンス（社外役員の員数を含む)を考慮し、過半数を社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会からの答申を経て取締役会に提案して決定してお
ります。

経営陣幹部の解任については、職務執行において不正または重大な法令違反があった場合に、指名・報酬諮問委員会からの答申を受けて取締
役会で審議することとしております。

(5)

取締役および監査役の候補者の各々の略歴については株主総会招集ご通知および有価証券報告書に記載しています。また、選解任や指名理由
等につきましては、当社ホームページや定時株主総会参考書類等を通じて開示致します。

【補充原則4-1-1 取締役会から経営陣への委任範囲の概要の開示】

当社では、取締役会の決議をもって決定すべき事項を取締役会規程及び取締役会運営内規で定めており、会社法等の法令に定める事項および
これに準ずる重要事項について、取締役会の決議をもって決定することとしています。

また、当社は、意思決定の迅速化による経営の効率性の向上と責任の明確化を目的に、執行役員制度を導入しており、執行役員会において協
議・決定すべき事項を執行役員会規程に定めています。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

東京証券取引所が定める独立性判断基準を充たし、かつ豊富な経験と高い見識に基づいて取締役会での議論に貢献できる方を当社の基準と
し、今後も選定して参ります。

【補充原則4-11-1 取締役の選任に関する方針・手続きの開示】

経営環境の変化に応じた機動的な意思決定と実効性のあるコーポレート・ガバナンスの仕組みを整えるため、取締役会は、当社グループの事業
内容や経営課題に適した規模とし、取締役会全体としての経験・識見・専門性のバランスや多様性にも考慮したメンバー構成にすることとしており
ます。定款に定める取締役の定数は10名以内、監査役の定数は4名以内ですが、現在、取締役9名（内、社外取締役4名）、監査役4名（内、社外監
査役3名）を選任しております。

【補充原則4-11-2 取締役・監査役の兼任状況の開示】

当社は、取締役・監査役候補の決定にあたり、他の上場会社の役員との兼任状況など、各候補者がその役割・責務を適切に果たすことができる
状況にあることを確認しております。当社の兼任の状況は、株主総会招集ご通知の事業報告、株主総会参考書類等において開示しております。
また、当社ウェブサイトに投資家・ＩＲ情報の一部として有価証券報告書を掲載しておりますので、そちらもご参照下さい。

【補充原則4-11-3 取締役会の実効性の分析・評価とその結果の開示】

当社では、2017年度に引き続き2018年度においても、全ての取締役及び監査役を対象とした取締役会の実効性評価のためのアンケート調査を実
施し、その結果を取締役会で共有しました。その結果、当社の取締役会は、取締役会の構成・役割・運営ともに適切に機能しており、全体として実
効性が確保されていることを確認致しました。

2018年度に実施した取締役会における報告事項の整理や付議基準の見直し等の施策により、報告・審議される項目が適切に選別されるように
なったと評価しており、今後は特に中期経営計画等、将来に亘る計画を考える土台となる議論を深めるなど、取締役会の実効性をより一層高める
よう努めてまいります。

【補充原則4-14-2 トレーニング方針の開示】

当社は執行役員を含み、取締役、監査役に就任する者については会社法、労働法といった諸法令、及び財務会計、経営分析、税制、内部統制と
いった各分野に関する必要知識を習得する機会を設けており、担当する各分野については、必要に応じて業界団体等が主催するセミナーや国際
会議へ出席しております。又、監査役については業務監査及び会計監査に必要となる知識を習得、更新する為、日本監査役協会が主催する研修
等に必要に応じて参加しております。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は株主/投資家からの面談の申し込みに対する体制として、ＩＲ委員会を設置しており、その年間計画及びＩＲ取材対応基準に則り、決算開示



前の一定期間を除き、ＩＲ担当役員を中心に対応しております。また、株主総会において積極的な情報提供と丁寧な質疑応答に努めているほか、
株主総会終了後に株主と当社役員との懇談会を開催し、対話の場を設けております。なお、ＩＲ取材においてはＩＲ担当役員がインサイダー情報
（未公表の重要事実）に関し社内規程である「内部情報管理および内部者(インサイダー)取引規制に関する規程」に従って適切に対応しておりま
す。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

新日鐵住金株式会社(現:日本製鉄株式会社) 7,861,280 33.36

日本郵船株式会社 4,324,725 18.35

株式会社みずほ銀行 798,970 3.39

東京海上日動火災保険株式会社 606,900 2.58

三菱重工業株式会社 540,000 2.29

新健海運股分有限公司 504,840 2.14

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 489,675 2.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 466,500 1.98

三井住友海上火災保険株式会社 383,807 1.63

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 334,900 1.42

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記のほか、当社所有の自己株式403,930株があります。

上記割合は、自己株式を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 海運業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、2010年10月1日に、日鉄海運株式会社と合併し、ＮＳユナイテッド海運株式会社と商号を変更いたしました。　当社の筆頭株主であ

る日本製鉄株式会社は、当社グループの外航・内航輸送の主要荷主であり、主に鉄鋼原料と鋼材の輸送サービスを提供しております。

　また、当社は昭和39年の海運集約時に日本郵船株式会社を中核とするグループに参加し同社は現在も当社の第二位の株主であり、船舶

を共有するなど良好な関係を維持しております。

　

　なお、当社はグループ会社間の連携を強化し、外航・内航一体化したサービスを展開するための事業戦略策定および意思決定を迅速に行い、
経営の効率性、柔軟性、機動性を一段と高め、企業グループの更なる価値向上のために、2015年8月1日付でＮＳユナイテッド内航海運株式会社
を完全子会社化するための株式交換を実施しました。

同社は、東京証券取引所のJASDAQ市場に上場しておりましたが、完全子会社化に伴い、2015年7月29日付で上場廃止しました。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

青木　泰 他の会社の出身者 ○ ○

木村　眞人 他の会社の出身者 ○ ○

木下　雅之 他の会社の出身者 △

大西　節 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

青木　泰 　 当社の主要株主出身です。

　当社の主要な取引先かつ主要株主である日
本製鉄株式会社において要職を歴任し、その
長年にわたる経歴を通じて培われた鉄鋼業や
資源分野での豊富な知識・経験や高い見識等
を活かして当社の経営全般に有用な提言をい
ただけると判断したため、社外取締役として選
任しております。



木村　眞人 　 当社の主要株主出身です。

　当社の主要な取引先かつ主要株主である日
本製鉄株式会社において要職を歴任し、その
長年にわたる経歴を通じて培われた鉄鋼業や
内外物流分野での豊富な知識・経験や高い見
識を活かして当社の経営全般に有用な提言を
いただけると判断したため社外取締役として選
任しております。

木下　雅之 ○
当社の取引先出身です。

独立役員に指定しております。

　当社は、木下雅之氏が三井物産株式会社勤
務を通じ、国際ビジネスでのグローバルな経営
知識と幅広い見識を有しており、社外取締役と
して独立の立場から当社の中長期的な企業価
値向上のために国内外の事情に関する幅広い
視野に基づいて見解を提示できるような資質・
経験等を備えた人物であることから適任者であ
ると判断したため選任しております。

　なお、同氏の出身会社である三井物産株式
会社は当社の取引先ですが、同氏は同社の業
務執行者を退任しており、また同社との取引
は、当社の売上高に占める割合が軽微であり、
かつ同社以外の複数の企業との取引に比べ高
い水準ではないことから、同社は当社の主要
取引先にも該当しないため、同氏の社外取締
役としての中立な判断に影響を及ぼすもので
はなく、一般株主と利益相反が生ずる恐れはな
いと判断し、独立役員に指定しております。

大西　節 ○
当社の主要取引先出身です。

独立役員に指定しております。

　当社は、大西節氏が、株式会社みずほフィナ
ンシャルグループにおける経営参画を含む長
年の経歴を通じて培われた金融及びコーポ
レート分野での豊富な知識・経験や高い見識を
有しており、社外取締役として独立の立場から
当社の経営全般に有用な提言をいただいてお
り、適任者であると判断したため選任しておりま
す。

　なお、同氏の出身会社である株式会社みず
ほコーポレート銀行(現：株式会社みずほ銀行)
は、当社の主要な取引先ですが、同氏が同行
の業務執行者を退任後、約9年が、また、同行
の親会社である株式会社みずほフィナンシャル
グループの業務執行者を退任後、約8年が、そ
れぞれ経過しており、加えて当社は、株式会社
みずほ銀行の他に複数の金融機関と取引を
行っており、同行からの借入額は他行からの借
入額と比べ突出したものではなく、特定の一行
に依存している状況ではないことなどから、同
氏の社外取締役としての中立的な判断に影響
を及ぼすものではなく、一般株主と利益相反が
生ずるおそれはないと判断し、独立役員に指定
しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役の指名、報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的として、取締役会の下にその諮問機関として、指
名・報酬諮問委員会を設置しております。

【監査役関係】



監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社の監査役は、会計監査人より各年度の監査計画の説明、各期末の監査結果の報告等定期的会合を通じて監査状況を把握するととも

に、適宜報告・情報提供を求め、必要に応じて往査に同行する等して、会計監査人との連携を深めています。

　また、内部監査につきましては、平成16年12月に内部監査規程を制定し（最新改定：平成21年6月）、内部監査室に室長・副室長を任命し

ております。内部監査室は、代表取締役社長の指揮・命令により会社の一切の業務に関しその執行状況の適否を監査する権限を持っておりま
す。

　監査役及び内部監査室は、必要に応じ適宜協議を行うことにより連携を保ち、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

与田　直樹 他の会社の出身者 △ △

三谷　康人 他の会社の出身者 △

千原　圭三 他の会社の出身者 △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

与田　直樹 　 当社の主要株主出身です。

　与田直樹氏は、新日本製鐵株式會社(現:日
本製鉄株式会社)に入社以来、主に都市開発
事業に従事された後、2001年４月以降は株式
会社新日鉄都市開発(現:日鉄興和不動産株式
会社)において、経営企画・総務業務の要職を
歴任し、その後2012年からは日鉄保険サービ
ス株式会社において役員を務められました。そ
の豊富なマネジメントやガバナンスの経験を通
じて培われた幅広い知識と見識に基づき、当社
取締役による経営判断及び業務執行について
監督業務を行う適任者であると判断し、社外監
査役として選任しております。



三谷　康人 ○
当社の主要取引先出身です。

独立役員に指定しております。

　当社は、三谷康人氏が株式会社日本政策投
資銀行勤務を通じ豊富な経理知識を有してお
り、社外監査役として中立の立場から、当社取
締役による経営判断及び業務執行について監
督業務を行う適任者であると判断しており選任
しております。

　なお、同氏の出身会社である株式会社日本
政策投資銀行は当社の主要な取引先ですが、
同氏が同行の業務執行者を退任後約9年が経
過しており、また当社は、同行以外の複数の金
融機関と取引を行っており、同行からの借入額
は他行からの借入額と比べ突出したものでは
ないため、同氏の社外監査役としての中立な
判断に影響を及ぼすものではなく、一般株主と
利益相反が生ずる恐れはないと判断し、独立
役員に指定しております。

千原　圭三 　 当社の主要株主出身です。

　日本郵船株式会社勤務を通じて豊富な法務
知識を有しており、社外監査役として中立の立
場から、当社取締役会による経営判断及び業
務執行について監督業務を行う適任者である
と判断しており選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

当社では、取締役の報酬は、固定報酬のほか、単年度の当社業績を反映した業績連動型賞与（役員賞与）、そして中長期的な企業価値の向上を
反映した業績連動型株式購入報酬により構成されます。なお、役員賞与と株式購入報酬とを合わせた業績連動型報酬の報酬総額に占める割合
は、最大で３分の１程度となるよう設計しており、割合については全ての役位において同一としています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役報酬に関しましては、その総額を有価証券報告書などで開示いたしております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

固定報酬について

固定報酬は、海運業界において求められる能力及び責任に見合った水準を勘案して、世間水準との整合性や従業員との報酬格差にも留意のう
え、役位に応じて定められた基準額を月次の額として支払います。



役員賞与について

収益力の維持向上のためのインセンティブを付与するべく、配当政策及び一定以上の従業員への臨時手当支給を前提に、短期業績連動報酬とし
て毎期の１株当たり配当額に連動する賞与を支給しています。

株式購入報酬について

中長期的業績連動報酬として、現行中期経営計画の達成度や企業価値（株式価値）の向上に連動する株式購入報酬を支給しています。具体的
には、営業利益や自己資本利益率（ROE）、負債資本倍率（DER）といった中期経営計画の目標値に対する達成度のほか、当社株価や安全運航
実績を反映した総合的評価に基づいて株式購入報酬を支給しています。株主との利害共有強化を兼ねたものであり、取締役は、支給された株式
購入報酬相当額を役員持株会に拠出し、持株会を通じて株式を購入しています。また中期経営計画を新たに策定した際には算定方法を見直すこ
ととします。

一方で、当社が経営理念の一つに掲げる「安全運航」は、海運企業経営の根幹をなす重要項目と認識しているため、「安全運航」の指標となる停
船率に関しては、目標未達成の場合のみ報酬減となる形式を採り、目標を達成した場合でも報酬は増えない形式としています。

社外取締役の報酬について

社外取締役については、業務執行から独立した立場から当社及び当社グループ全体の経営に対して助言を行う役割を担うことを考慮し、基本報
酬のみを支払うこととしています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社では、社外取締役に対するサポート体制として、取締役会開催に際して、主要議案についての事前説明を十分に行うとともに、経営全般につ
いては四半期ごとに業務執行状況報告を行って、情報共有を図っております。　また社外監査役を含む監査役は、会計監査人や内部監査室と連
携を図りつつ、自ら監査業務を行う体制をとっており、常勤監査役から適宜、非常勤監査役へ情報を伝達し、共有化を図っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

小畠　徹 相談役 経営陣からの依頼に基づく助言 非常勤、報酬有 2018/06/27 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)業務執行については、以下のとおりとなっています。

　取締役会は、法令・定款に定められた事項及び取締役会付議基準で定められた経営上の重要事項に関する意思決定機関、及び業務執行状況
を監督する機関として、原則として毎月１回開催しており、代表取締役社長が議長を務めております。

　執行役員会は、取締役会が決定した基本方針に基づき、業務執行及び経営管理に関する重要事項の協議・決定や取締役会付議事項の事前協
議を行う機関として、原則として毎週開催しております。構成員は取締役会において選任された14名の執行役員であり、社長執行役員が議長を務
めております。

(2)監査については監査役、会計監査人、内部監査室が相互に連携して実施する体制となっております。

　監査役は、「会社法第2条第16号」に定める社外監査役3名が就任しております。

　会計監査はEY新日本有限責任監査法人に委嘱しております。

　内部監査室は代表取締役の直属の組織として、室長以下2名を配置しております。

　

(3)取締役の候補指名・報酬決定については、取締役会で決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は事業・経営に精通した取締役を中心とする取締役会が重要な業務の執行について決定を行うとともに、強い権限を有する監査役が取締役
会に出席することにより独立した立場から取締役等の職務執行を監査する体制を取っており、経営の効率性、健全性は確保されていると判断し、
現在の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社では株主あて定時株主総会の招集通知を、法定期日よりも早く発送するとともに
（2019年の招集通知発送日6月6日、定時株主総会開催日6月26日）、当社ホームページ
に掲載し、株主各位が議決権を円滑に行使できるよう努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社では定時株主総会を、集中日を避けて開催しております(2019年の定時株主総会開
催日6月26日、集中日27日)。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
当社では、有価証券報告書、決算短信、決算公告、統合報告書、事業の報告
書、重要な適時開示情報等をホームページへ即時に掲載し、当社株主及び投
資家各位への適時・的確なIR情報提供に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置

当社では、社内関係グループの担当役員にてIR委員会を組織し、広報活動方
針を策定しております。なお、開示内容の取扱責任者はＩＲ担当役員、個別の
問い合わせ責任者は以下のとおりであります。

・決算関連事項及び業績予想：経理グループリーダー

・経営方針・営業概要・海務/関係会社に関する事項：企画グループリーダー

・上記以外の事項：総務グループリーダー

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社の「グループ企業理念」に揚げましたとおり、株主・顧客の期待に応えられる、誠実で
信頼感のある良質な国際海上輸送サービスの提供により、社会の発展に寄与するととも
に、国際基準に基づく安全管理の徹底を図り、全人類の共有財産である海をはじめとする
地球環境保全の一翼を担える企業を目指しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社では2001年10月に「環境憲章」を制定（2009年4月に「環境方針」に改定）し、世界の海
を舞台に海上輸送サービスを提供する海運企業グループとして、船舶の安全運航が事業
活動の原点であると認識し、国際基準に基づく安全管理の徹底を図り、全人類の共通財産
である海をはじめとする地球環境の保全に努め行動しております。また、環境保全の推
進、ＣＳＲ活動の推進を経営課題の一つとして掲げており、NS United Report(当社グルー

プ統合報告書)において、環境問題への対応等を、内外のステークホルダーに向けて発信
しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

重要な会社情報を適時に東京証券取引所のホームページ、報道機関、当社ホームページ
を通じて株主および投資家の皆様に開示するなど適時・的確なIR情報の提供に努めます。
また、国外の機関投資家向け情報として、依頼があれば可能な限り個別ミーティングを実
施し、ご質問に応じて経営状況の説明を行うことで双方向コミュニケーションを図っておりま
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「NSユナイテッド海運グループ企業理念」に基づき、企業価値の継続的な向上を図りつつ、社会から信頼される企業の実現を目指しま
す。また、関連法規を遵守し、財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、以下のとおり内部統制システムを整備し、適切に運用
するとともに、企業統治を一層強化する観点から、その継続的改善に努めます。

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は、取締役会規程その他の規定に基づき、経営上の重要事項について決定を行い、または報告を受けます。

業務を執行する取締役（「業務執行取締役」）は、取締役会における決定に基づき、各々の業務分担に応じて職務執行を行い、使用人の職務執行
を監督するとともに、その状況を取締役会に報告します。

２．当社の取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役会議事録をはじめとする職務執行上の各種情報について、情報管理に関する規程に基づき、管理責任者の明確化、守秘区分の
設定を行った上で、適切に保管します。

また、経営計画、財務情報等の重要な企業情報について、法令等に定める方法のほか、適時・的確な開示に努めます。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各部門長は、自部門における事業上のリスクの把握・評価を行い、社内規程において定められた権限・責任に基づき業務を遂行します。

安全衛生、環境・防災、情報管理、品質管理、財務報告の信頼性等に関する全リスクについては、当該担当部門が規程等を整備し、各部門に周
知するとともに、リスク管理状況をモニタリング等を通じて把握・評価し、指導・助言を行います。

経営に重大な影響を与える事故・災害・コンプライアンス問題等が発生した場合、業務執行取締役は、損害・影響等を最小限にとどめるため、「緊
急対策本部」等を直ちに設置し、必要な対応を行います。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営計画・事業戦略や設備投資・投融資等の重要な個別執行事項については、執行役員会等の協議を経て、取締役会において執行決定を行い
ます。

取締役会での決定に基づく業務執行は、各業務執行取締役、各執行役員、各部門長等が遂行します。

５．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、自律的内部統制を基本とした内部統制システムを構築・整備します。

各部門長は、法令及び規程の遵守・徹底を図り、業務上の法令違反行為の未然防止に努め、法令違反のおそれのある行為・事実を認知した場
合、すみやかに内部統制担当役員に報告します。

内部統制・コンプライアンス委員会は、社全体の内部統制システムの整備・運用状況を確認し、各部門における法令及び規程遵守状況を把握・評
価します。また、法令及び規程遵守のための定期的な講習会の実施やマニュアルの作成・配布等、社員に対する教育体制を整備・充実し、法令・
規程違反の防止策等の必要な措置を講じます。さらに、これらの内容については、ＣＳＲ委員会に報告するとともに、重要事項については、取締役
会に報告します。また、業務遂行上のリスクに関する通報を受け付ける内部通報制度を設置・運用します。

　社員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を行う義務を負います。法令違反行為等を行った社員については、就業規則に基づき懲戒処分を
行います。

　内部監査につきましては、内部監査室を設け、代表取締役社長の指揮・命令により会社の内部統制の執行状況を検討・評価し、社長に結果を
報告する体制を取っています。

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社及び各グループ会社は、「ＮＳユナイテッド海運グループ企業理念」に基づき、グループ一体となった経営を行うとともに、業務運営方針等を社
員に対し周知・徹底します。

グループ会社は、内部統制システムを構築・整備するとともに、当社との情報の共有化等を行い、内部統制に関する施策の充実を図ります。内部
統制・コンプライアンス委員会は、各グループ会社の内部統制の状況を確認するとともに、必要に応じ改善のための支援を行います。

内部統制・コンプライアンス委員会は、当社グループ全体の内部統制状況を把握・評価するとともに、各部門及び各グループ会社に対し、指導・助
言を行います。

これに基づく具体的な体制は以下の通りとします。

イ．グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、各グループ会社における事業計画、重要な事業方針、決算等、当社の連結経営上または各グループ会社の経営上の重要事項につい
て、各グループ会社に対し報告を求めるとともに、助言を行います。

ロ．グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、各グループ会社におけるリスク管理状況につき、各グループ会社に対し報告を求めるとともに、助言等を行います。

ハ．グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、各グループ会社のマネジメントに関する支援を行います。

ニ．グループ会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、各グループ会社における法令遵守および内部統制の整備・運用状況につき、各グループ会社に対し方向を求めるとともに、必要な支援・
助言等を行います。また、各グループ会社における法令違反のおそれのある行為・事実について、各グループ会社に対し報告を求めるとともに、
すみやかに内部統制・コンプライアンス委員会等に報告します。

７．監査役の監査に関する事項

当社の取締役、執行役員、部門長及びその他の使用人等は、職務執行の状況、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重要事項について、適
時・適切に監査役または監査役会に直接または当社関係部門を通じて報告するとともに、内部統制システムの運用状況等の経営上の重要事項
についても、取締役会、内部統制・コンプライアンス委員会等において報告し、監査役と情報を共有します。

グループ会社の取締役、監査役、使用人等は、各グループ会社における職務執行の状況、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重要事項につ
いて、適時・適切に当社の監査役または監査役会に直接または当社関係部門を通じて報告します。当社は、これらの報告をした者に対し、社内規
程等に基づき、報告したことを理由とする不利な取扱いを行いません。

内部統制担当部署は、監査役と定期的にまたは必要の都度、内部統制システムの運用状況等に関する意見交換を行う等、連携を図ります。また
内部通報制度の運用状況について監査役に報告します。

監査役の職務を補助するため、その職務を補助すべき従業員(兼務)を置きます。その職務を補助する業務を行う場合には、当該従業員の取締役



からの独立性を確保します。

当社は、監査役の職務執行上必要と認める費用については、法令及び社内規程に従って、監査役の償還請求に応じます。

８．財務報告の適正性確保のための体制

当社の取締役、執行役員、部門長及びその他の使用人等は、社会に対し信頼できる財務情報を提供する重要性を理解し、法令並びに財務報告
基本方針及び財務報告に係る内部統制規程等の社内規程に基づき日々の業務を遂行します。

当社の取締役は、有価証券報告書等、その他重要な財務情報については、取締役会で決議を行い、開示する体制になっています。

内部監査室は、業務執行・管理状況のモニタリングを通じ、内部統制の適正性・有効性を確認した上で、社長に結果報告を行います。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社では市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体、及びすべての反社会的な行為には断固たる態度で対決し、これらと

かかわりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行いません。このことを企業理念に定め、当社グループ役職員全員に周知徹底すると

ともに、平素より外部専門機関及び法律の専門家との緊密な連携のもと、情報収集に努めており、組織的に対処する体制としています。

　

参考資料「模式図」：巻末「参考資料」をご覧下さい。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

(1)剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当、自己株式の取得等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元、経営環境の変化に対応し

た機動的な資本政策の遂行を可能とするため、剰余金の配当、自己株式の取得に関する事項等会社法第459条第１項各号に定める事項

については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

(2)中間配当

　当社は、株主への機能的な利益配分を行うため、取締役会の決議によって、毎年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、

会社法第454条第5項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款に定めています。
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